
【資料１】
令和４年度集団指導資料（三木市）

三木市の運営指導等における指導状況に
ついて

三 木 市 健 康 福 祉 部 福 祉 課 監 査 係

三木市健康福祉部介護保険課認定審査係
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第1 指導及び監査について
１ 指導の趣旨

介護保険事業の健全な運営を確保するため、サービスの質の確保向上や保険給付の適正化を図ること

を目的として、介護サービス事業者に対し、指定基準の遵守、サービスの内容、介護報酬請求等に関

する事項について周知徹底させるために実施。

２ 指導及び監査の類型

①集団指導

介護保険制度の改正内容、介護給付費等対象サービスの取扱い、介護報酬の算定方法、関係法令等に

ついて、その時々の課題や問題事例等も踏まえて、講習等の形式により実施。

②報告等

居宅介護支援事業所にチェックリスト等の提出を求め運営状況を確認。

③運営指導(令和4年3月厚生労働省通知に基づき、「実地指導」から名称変更)

〇サービスの質の確保向上や保険給付の適正化を図ることを目的として、介護サービス事業者の事業

所等に赴き、適正な事業運営が実施されているかを確認し、指導等を実施。

〇運営指導を行う中で、報酬請求指導の際に不正が確認され、著しく悪質な請求と認められる場合等

には、直ちに「監査」に変更して検査を継続実施。
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【参照】兵庫県研修資料より



第2 指導及び監査について
〇行政上の措置に該当する内容であると認められる若しくはその疑いがあると認められる場合、又は介護

報酬の請求について不正若しくは著しい不当が疑われる場合に、「運営指導」を「監査」に変更して実

施。なお、監査の結果、必要と認められる場合は、次の措置を実施。

①行政上の措置

勧告・命令等

人員基準を満たしていない事業者、設備・運営基準に従って適正な運営を行っていない事業者等に

対して、期限を定めて是正を勧告し、期限内に従わなかったときはその旨を公表できる。また、勧

告に沿った措置をとらない場合には期限を定めて措置をとるように命令し、その旨を公示。

指定の取消し・効力停止

指定事業者が介護保険法第77条に定める取消事由のいずれかに該当するときは、指定を取り消すこ

とが可能。また、期間を定めて、指定の全部又は一部の効力を停止できる。（法第77条）

②経済上の措置

介護給付費等対象サービスの内容又は介護報酬の請求に関し不正又は不当の事実が認められ、これに

係る返還金が生じた場合には、保険者において介護報酬の返還請求（返還金には、市町は40％の加算

金を付すことが可能）。
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【参照】厚生労働省のHPより
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第3令和4年度運営指導実施事業所数及び指摘件数
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【居宅介護支援】

【地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護】

【認知症対応型共同生活介護】

【小規模多機能型居宅介護】

【地域密着型介護老人福祉施設】

運営指導実施事業所数 文書指摘事業所数 文書指摘件数

1事業所 1事業所 4件

運営指導実施事業所数 文書指摘事業所数 文書指摘件数

4事業所 3事業所 22件

運営指導実施事業所数 文書指摘事業所数 文書指摘件数

9事業所 7事業所 28件

運営指導実施事業所数 文書指摘事業所数 文書指摘件数

7事業所 7事業所 38件

運営指導実施事業所数 文書指摘事業所数 文書指摘件数

2事業所 2事業所 12件



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【人員に関する基準】
〇労働条件の明示＜全サービス共通＞
・雇用契約に係る書類(雇用契約書又は労働条件通知書)
が整備されていない。
・労働条件通知書等に必ず明示しなければならないこと
が記載されていない。
(参照)厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署HP

〇人員基準違反＜全サービス共通＞
・指定基準に定められている従業者の員数を配置していない。
➣1日でも人員欠如があれば基準違反になるため、必要な従業者の配
置に向けた改善の取組みが必要。
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第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【運営に関する基準】

〇計画の具体的取扱い方針＜全サービス共通＞

・課題の把握（アセスメント）を行ったことが記録において確認できない。

➣計画の作成及び変更にあたっては、アセスメントを実施したうえで計画を

作成すること。

〇運営基準減算＜居宅介護支援事業所＞

・ケアプラン作成・変更時のアセスメント等

・サービス担当者会議の開催

・月1回の訪問､モニタリングの記録

・利用者への事前説明

※利用者に対し、サービス事業者の選定理由や複数のサービス事業者を紹介

するように求めることができること、前6か月間にケアプランに位置づけた

各サービスの利用割合(令和3年報酬改定事項)。
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第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【運営に関する基準】

〇勤務体制の確保＜全サービス共通＞

・勤務表が月ごとに作成されていない。また、勤務表の勤務時間、常勤・非常勤

の別、兼務関係等が不明確であった。

➣原則として月ごとの勤務表を作成し、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管

理者との兼務関係等を明確にすること。(併設サービス事業所等と兼務している場

合、区別が必要)

また、他職種と兼務する場合は、勤務表にそれぞれの職種における勤務時間を2

段書で記入するなどして明確に示すこと。

・秘密保持の同意書等が一部確認できない職員がいた。

➣職員及び職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た秘密を漏ら

すことがないよう全職員から誓約書を徴収する等の必要な措置を講ずること。
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第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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（参考様式1） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　 ）

令和 ( ) 年 ）

(1)
(2)

時間/週 時間/月

当月の日数 日

(4) 事業所全体のサービス提供単位数 単位

単位目

～ （計 時間）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

a a a a a a a a a a

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

a a a a a a a a a a

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

a a a a

8 8 8 8

7 7 7 7

a a a a a a

8 8 8 8 8 8

7 7 7 7 7 7

a a a a a a a a a a

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

a a a a a a a a a a

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

x x x x x x x x

4 4 4 4 4 4 4 4

4 4 4 4 4 4 4 4

y y y y y y y y

4 4 4 4 4 4 4 4

3 3 3 3 3 3 3 3

x x x x x x

4 4 4 4 4 4

4 4 4 4 4 4

y y y y y y

4 4 4 4 4 4

3 3 3 3 3 3

地域密着型通所介護

4 2022 ○○デイサービス

４週

1

1

30

予定

16:30 7

(13) 兼務状況
（兼務先及び兼務する

職務の内容）等

勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140

A ー

No
(6)

職種

(7)
勤務
形態

(8)
資格

(9) 氏　名
(11) 1～4週目
の勤務時間数

合計

(12)
週平均

勤務時間
数

1週目 2週目

(10)

厚労　太郎

シフト記号

35

3 生活相談員

1 管理者

生活相談員 勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140 35

2

14

機能訓練指導員勤務時間数 64 16
サービス提供時間内

の勤務時間数 64 16

A 社会福祉士 ○○　A太

シフト記号

介護職員勤務時間数 64 16
サービス提供時間内

の勤務時間数 56

B 社会福祉主事任用資格 ○○　B子

シフト記号

D 准看護師 ○○　D美

シフト記号

12

84 21

7 B 看護師 ○○　C男

シフト記号

9 看護職員

看護職員

4 B ー ○○　B子 生活相談員勤務時間数 96 24
サービス提供時間内

の勤務時間数

機能訓練指導員勤務時間数 48 12
サービス提供時間内

の勤務時間数 48

シフト記号

介護職員

機能訓練指導員

勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140 35

看護職員

A ー ○○　F子

シフト記号

35

48 12

5 A 介護福祉士 ○○　E次

シフト記号

6 介護職員

介護職員

8 B 看護師 ○○　C男

勤務時間数 160 40
サービス提供時間内

の勤務時間数 140

看護職員勤務時間数 64 16
サービス提供時間内

の勤務時間数

シフト記号

機能訓練指導員 勤務時間数 48 12
サービス提供時間内

の勤務時間数 36

D 看護師 ○○　D美

シフト記号

9

10

40 160

【記載例】

・何の職種を兼務する記載

します
・日々の勤務時間を記載

・それぞれの職種を記載

・勤務形態は常勤・兼務

・職種ごとの勤務時間を記載

・各職種のなかで勤務形態（常勤

専従、常勤兼務、非常勤専従、非

常勤兼務）を記載

・各職種を記載。兼務の場合は2

段書で明確にする。

・それぞれの職種を記載

・勤務形態常勤・兼務

・職種ごとの勤務時間を記載



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項

10

【運営に関する基準】

〇勤務体制の確保＜全サービス共通＞

・ハラスメント防止対策について、必要な措置が講じられて

いない。

➣令和4年4月1日よりパワーハラスメント防止措置が中小企業

の事業主にも義務化されている。

①セクシュアルハラスメント及びパワーハラスメントについて

の指針を作成し、職員に周知・啓発が必要

②相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

※カスタマーハラスメントについても、①相談に応じ、適切に対応するた

めに必要な体制の整備②被害者への配慮のための取組み③被害防止のため

の取組み等を講じることが望ましい。

(参照)厚生労働省都道府県労働局雇用環境・均等部(室)HP

令和４年度集団指導資料（三木市）



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【運営に関する基準】

〇地域との連携等

＜地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知
症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護＞

・コロナ禍の運営推進会議の開催として、構成員に資料配布のみ行っていた。

➣構成員から書面若しくは電話等により評価を受け、必要な要望、助言を
受けること。

(参照)令和2年2月28日付厚生労働省事務連絡「新型コロナウイルス感染症
に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取り扱いについて」

・運営推進会議の記録を公表していなかった。

➣公表方法は、利用者やその家族に配布、事業所に掲示、事業所のHPに掲
載等が考えられる。

令和４年度集団指導資料（三木市）



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【運営に関する基準】

〇非常災害対策計画

＜地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知

症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護＞

・非常災害に関する具体的な計画(消防計画、風水害、地震等の災害計画)が策定さ

れていない。また、職員への周知等も定期的に行われていない。

➣当該計画は、①施設の立地条件②災害に関する情報の入手方法③災害時の連絡

先及び通信手段の確認④避難を開始する時期、判断基準⑤避難場所⑥避難経路

⑦避難方法⑧災害時の人員体制、指揮系統⑨関係機関との連携体制⑩その他必要

事項等が盛り込まれているか、再度内容の確認をすること。

・定期的な避難、救出その他必要な訓練が行われていない。

➣消防法施行規則３条１０項により、該当する事業所においては、消化訓練及び

避難訓練を年２回以上実施する必要がある。

令和４年度集団指導資料（三木市）



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【運営に関する基準】

〇身体拘束の禁止＜小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域

密着型介護老人福祉施設入居者生活介護＞

・身体的拘束を行った際の記録が不十分だった。

➣①身体拘束を行う場合、切迫性、非代替性、一時性の各要件に該当しているか

明確にすること。

②やむを得ず身体拘束を行う場合は、その態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況等を漏れなく記録すること。

③身体拘束等適正化検討委員会を３月に１回開催、その結果を職員等に周知徹

底を図ること。

④職員等に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

⑤身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

※上記①～⑤の基準を満たしていない場合においては、所定単位数の10％に相

当する単位数の減算となるため、日頃から体制の確認等が必要。

令和４年度集団指導資料（三木市）



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【運営に関する基準】

〇事故報告＜全サービス共通＞

・医療機関において、治療又は入院を要した事故が発生したにも関わらず、三木

市に報告していない。

➣事故報告について、「(1)サービス提供による、利用者のケガ又は死亡事故の発

生」した場合、外部の医療機関で受診を要したものが原則となるが、それ以外に

ついても家族等に連絡しておいた方がよいと判断されるものは三木市に報告する

こと。また、「(4)その他、報告が必要と認められる事故の発生」として、サービ

ス提供中に起因した事故以外でも積極的に報告することが望ましい。

※最終報告は、下記の事故報告様式を介護保険課にメールで送付すること。

(参照)三木市介護保険課のHPに掲載しているので、適時活用してください。

・三木市における事故発生時の報告取扱い要領

・介護事業者及び市町等における事故等発生時の報告フローチャート

・事故報告様式

令和４年度集団指導資料（三木市）



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【運営に関する基準】

〇その他運営上で留意すべき事項＜全サービス共通＞

・感染症への対応 ※令和６年４月１日より義務化

①感染症への対策を検討する委員会の開催

②感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備

③感染症対策のための研修及び訓練を定期的に実施

・業務継続に向けた取組み ※令和６年４月１日より義務化

①業務継続計画(BCP)を策定し、定期的な見直し等を実施

②業務継続計画について周知し、研修及び訓練を定期的に実施

・高齢者の虐待防止 ※令和６年４月１日より義務化

①虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催

②虐待防止のための指針を整備

③虐待防止のための研修を定期的に実施、その担当者を配置

④運営規程に虐待防止のための措置に関する事項を記載

令和４年度集団指導資料（三木市）



第4運営指導等における主な指摘事項及び留意事項
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【その他】

〇加算・減算＜全サービス共通＞

・各サービスにおける報酬告示及び留意事項通知により規定されてい

る算定要件を満たしている記録等が確認できない。

➣請求にあたっては、算定要件を満たしているか、記録を残している

かどうかの確認をすること。また、算定要件を満たさなくなった場合

や、判断が難しい場合は三木市に確認を行い、加算の取下げ等速やか

に処理すること。

〇その他の各サービスの主な指摘事項については、別紙の内容を確認
すること。
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